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□ガイドラインの普及（主なもの） 

○行政、メディア、事業者団体等への案内 

○協会及び各支部主催 

・各総会での講演 

・支部主催のセミナー 

・食品表示意見交換会（東京・大阪） 

・惣菜管理士セミナー 

・表示実務者研修会 

○外部の講演会等 

 多様な団体等からの要請で実施中 

 ４組織、６会場 ３１０名 

参考：日本惣菜協会現況  （９月９日現在） 

◆正会員     260社 
◆賛助会員     131社 
 

・惣菜管理士       17,127人（最上級） 
・ホームミールマイスター  221人 
・デリカアドバイザー   2013.10月スタート 

 

協会の情報及びガイドライン本文、普及版、
Ｑ＆Ａはホームページをを参照して下さい
（ダウンロードできます） 
ＵＲＬ http://www.nsouzai-kyoukai.or.jp/ 
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日本惣菜協会は、利用が拡大し、多様化する惣菜商品の状況から、消費者の商品選択に役立ち、
売場での質問等への対応の充実を図るため、以下のような取組みを推進しています。 
 

○2009.10～「惣菜管理士のいる店」の店頭表示事業を開始し、実施企業を順次拡大中。 
         売場に登録証を掲示し、食の知識を有する惣菜管理士を活用し、消費者対応の 
         レベルアップを図っています（ 2013.09現在 24社 253店舗） 

○2011.6 ～「惣菜・弁当（持帰り）の情報提供ガイドライン」の策定、普及 
○2013.10～「デリカアドバイザー養成研修」10月スタート。惣菜専門店、スーパーマーケット、百貨 
         店など惣菜売場のスタッフが、惣菜の調理や販売、食品表示の制度、その他を通信 
         教育で学びます。惣菜・弁当についての知識を高め、自信を持って業務に取り組 
         み、消費者とのコミュニケーションについてもレベルアップを目指します。 
         この養成研修の普及に協力いただいている協力団体は、新日本スーパーマーケット 
         協会、日本フードサービス協会、日本スーパーマーケット協会、日本百貨店協会、惣 
         菜サミットの5団体です（ 2013年9月現在）  

（一社）日本惣菜協会配布資料 
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         ○ 情報提供の充実によって、消費者の購買時の商品選択に役立ち、消費者と事業者との一層の 
         信頼関係の確保を図るため自主的取組の指針を策定し、積極的に推進する。 
 

 

 

１．ガイドラインの位置づけ  
 

○ 消費者の商品選択に役立つよう、原材料・原料原産地、アレルギー物質 

  について、事業者による自主的なさまざまな方法による情報提供を推進する 

  ための指針 

２．原材料及び原料原産地についての情報提供  
○ 以下のような商品について情報提供に取組む 

①単一の主原材料を使った商品の原材料名・原料原産地名 

 例えば「魚の照り焼き」の魚種名（ぶり）・原産地（日本海） 
②商品名等に冠した原材料名・原料原産地名 

 例えば「白身魚の唐揚げ弁当」の白身魚の魚種名（まだら）・原産地（アメリカ） 
③こだわりの食材の原材料名・原料原産地名 

 例えば「シャキシャキ蓮根のサラダ」のこだわりの原材料（蓮根）・原産地（茨城 

 県） 
④販売店舗の人気商品の主原材料名・原料原産地名 

 「唐揚げ」の肉の種類（鶏）・原産地（ブラジル） 
○国産品にあっては「国産」である旨を、輸入品にあっては「原産国名」を 

  情報提供 

■複数原産地名の情報提供の留意点 

単一原材料が複数の原産地（原産国）の場合の原産地名の表現方法 

・２カ所以上の場合：重量割合の多い順に表現 

・３カ所以上の場合：重量割合の多い順に２カ所を表現し、３カ所目以降 

 については「その他」と表現することが出来る 
 

３．アレルギー物質に係る情報提供 
○ アレルギー物質の義務表示である「特定原材料」及び推奨表示の「特定原
材料に準ずるもの」について情報提供を行う 
 

○ 同一施設内におけるアレルギー物質の混入 
場所の制約等の理由によりアレルギー物質が混入する可能性が排除できない場合
は、アレルギー物質に関することについて、店頭で対応できる旨を情報提供する。 
例：アレルギー物質についてご不明な点がございましたら、売場販売員までお尋 
   ね下さい。     

４． 情報提供の方法 

   惣菜・弁当（持帰り）の情報提供ガイドラインの概要 

シャキシャキ蓮根のサラダ    

   100ｇ  265円 
 
主原料：蓮根（茨城県） 
アレルギー物質：卵・小麦・大豆 

①プライスカード等を使った表示 ②ボード・ＰＯＰ等を使った掲示等 

③ラベル表記 

商品情報についてお尋ねください 

④お客様からの問い合わせに対する口頭に
よる情報提供（周知するための掲示が必要） 

⑤ホームページに情報を掲載 

アレルギー物質に
ついてご不明な点
がございましたら、
売場販売員までお
たずね下さい。 

本日のお勧め惣菜 

「白身魚の唐揚げ弁当」 
主原料：白身魚：まだら（アメリカ）
アレルギー物質：小麦・大豆 
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義務表示等（食衛法・ＪＡＳ法）の適用範囲とガイドラインの関係 

義務表示と当協会ガイドライン（任意表示）との関係 

 販売形態 ばら販売（セルフ含む） 対面販売 容器包装入り商品 

 適用項目 食品衛生法 JAS法 ガイドライン 食品衛生法 JAS法 ガイドライン 食品衛生法 JAS法 ガイドライン 

 ①販売と同一施設内にて製造 

 
× × ○ × × ○ ◎ × ◎＋○ 

 ②販売と同一施設以外にて製造 × × ○ × × ○ ◎ ◎ ◎＋○ 

 義務表示の適用の差異と当協会ガイドラインの関係 

・現行の義務表示に、“ガイドライン”の付加による“分りやすい表示・情報提供”の推進 

   ・特に商品形態、販売形態を超えて、消費者の関心の高い原材料・アレルギー情報を重視 
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×：義務表示適用外    ◎：義務表示の適用 
 

○：ガイドラインによる任意表示 
   具体的には、① は、同一施設で製造し、容器包装に入れたもの及びバラ売り等のものについて、原材料名、 

              原料原産地名及びアレルゲンの情報提供を行う 
 

             ② は、販売の場所と異なる施設製造した、容器包装入り以外の商品についても原材料名、原料 
              原産地名及びアレルゲンの情報提供を行う 

凡例 
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○ 義務表示制度の適用外の業務形態・商品分野での実行可能な方法で、任意 
  表示、情報提供を充実させ、消費者との信頼関係の強化を促進する。 
 

○ 自主的取組みは、一律的な義務表示の実行可能性及び真正性の担保が困 
  難な分野での、制度の補完や将来の制度設計のために寄与できる。 
   （義務化の予定される「栄養表示」等での整合性のとれる取組みを推進する） 
 

○ 自主的取組みは、一律的なやり方ではなく、業種・業態や商品特性に適応した、 
  実行可能な多様で、重層的な方法での情報提供の展開が可能で、消費者に 
  とって有用なものとなり得る。 
 

○ 自主的な取組み・ガイドラインの普及の中で、事業者の実態に適応した“自社 
  基準・マニュアル”の整備を促し、食品表示制度に基づく適正表示と消費者に 
  役立つ情報提供の充実が推進できる。 
 

○ 業界の枠を超えた広範な取組みへのステップアップで、情報提供の質・量の 
  拡大が展望できる。 
 

□ 適正表示の徹底と正確で根拠のある情報提供の充実のために  参考図 １、２参照 
 

 ◆フードチェーン全体の取組みと、特に“川上”からの正確な情報提供が不可欠。 
 

 ◆適正な表示と情報提供の決め手となる「商品規格書（仕様書）」の整備について、全体的な取組みを。 
 

 ◆表示制度の改定等についても、消費者にとっての分り易さと共に、事業者にとって、実行可能性が 

   あり、過度な負担とならないように、実態に即した建設的な意見・要望を提出していく。 

 
重要性を増す「自主的取組み」・「ガイドライン」の役割と課題 
  



フードサプライチェーンにおける表示適用範囲 
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加工食品業界の事業規模・業態による格差 

大 手 食 品 企 業 
ファクトリオートメーション生産 
高度品質・衛生管理体制整備 
完成された情報管理システム 

零細食品加工業者 
家族労働による手作業 
経験と勘による品質管理 
属人的関係による取引 
 

企
業
規
模
格
差 

大 手 小 売 店 
自社管理を優先した納品条件 
デファクトスタンダードを志向 
完成された情報管理システム 

外 食 事 業 者 
多様な食材を日々調達 
他種メニューを店内調理 
限られた員数で店舗管理 
多数の零細事業者が存在 
 

製造小売(卸)事業者 
多様な業種が存在（惣菜、
弁当、和洋生菓子、焼きた
てパン等） 
多数の零細事業者が存在 
 

コンシューマーパック製品で流通 
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